
 

 

国立教育政策研究所 令和３-５年度プロジェクト研究 

「学力アセスメントの在り方に関する調査研究」 

 

「学力アセスメントの在り方に関する調査研究 

報告書」の概要について 

 

本研究プロジェクトでは、先行事例等を踏まえ、学習科学、教育測定、教科教育、デ

ータサイエンス及び実務的知見等を架橋して、全国学力・学習状況調査のCBT移行を展望

した作問・結果分析の枠組みを検討するとともに、全国学力・学習状況調査の本体調査

についての新たなPDCAサイクルの要となる学力アセスメントの在り方を示した。 

 

１．調査研究の目的・概要 

（１）調査研究の目的 

CBTによる学力調査が国際的な標準となりつつある中で、我が国においても、CBTの特性・

利点を生かした出題等、調査の一層の質の向上を図るとともに、教育データの収集・分析・

利活用の充実によるEBPMのさらなる推進が求められている。 

このため、本研究では、全国学力・学習状況調査（以下、全国学調という）のCBT化を踏

まえた質的向上を検討するとともに、児童生徒の学習指導の改善や地方の教育施策の検証に

資する観点から、IRTを導入した調査による新しい評価改善のサイクルを見いだすことを目

指した。 

 

（２）調査研究の概要 

本研究は、以下の四つの観点で研究を進めた。 

・主に教科教育の観点から、全国学調の結果等から分かる児童・生徒のつまずき・課題を整

理し、教科特有及び教科横断的な資質・能力について検討する。あわせて、教育測定の観

点からも、全国学調の結果データを複数教科まとめて統計的に分析することで、過年度の

調査問題がいかなる資質・能力を測定していたかを検討する。 

・主に学習科学の観点で、児童生徒の解答に至るまでの思考プロセスを思考発話調査によっ

て分析したり、調査問題の特性をIRTで分析したり、調査をCBTで行ったりすることで、全

国学調の作問・結果分析にどのような変化が生じるかを確認する。 

・主に教育測定の観点で、全国学調の目的に沿ってIRTを導入した際に、測定内容や調査方

法がどのように変化するかという前提を確認した上で、問題バンクの在り方や作問・結果

分析の枠組みについて検討する。 

・主にデータサイエンスの観点で、学力調査等の教育データを使った３つの分析・研究を行

うことにより、教育データを分析、活用する際の具体的な進め方のモデルケースを得ると

ともに、そのプロセスで生じうる現実的な課題を明らかにする。 



  【研究期間：令和３～５年度、研究代表者：梅澤敦（所長特別補佐（全国学力・学習状況調

査CBT化担当））】 

 

２．研究成果の概要 

（１）調査官による全国学調の結果を踏まえた教科固有及び教科横断的な資質・能力の

把握 

   本研究ではまず、全国学調の結果等からわかるつまずき・課題を、教科固有のものと教科

横断的なのものに分けて検討し、教科に共通して見られるつまずき・課題について、以下の

六点にまとめた。 

① 複数の資料から必要な情報をうまく見いだすことができないこと 

② 複数の情報をうまく関連付けて考えることができないこと 

③ 概念的な理解に至っていないこと 

④ 個別の知識が生きて働く知識となっていないこと 

⑤ 日常の事象について，目的に応じた課題の解決ができないこと（結果の意味を考察でき

ないこと） 

⑥ 根拠を明確にした説明をすることができないこと 

次に、全国学調の結果データを複数教科まとめて統計的に分析することで、教科の枠を超

えて、統計的に同じ資質・能力を問うていると考えられる問題をグループ化した。それらの

問題群は、特に中学校調査において、主に教科ごとに分類されており、統計的にも教科特有

の資質・能力が存在することが裏付けられた。一方で、複数の教科からなる問題群も出現し

た。それらの問題群には、提示された条件に沿って考えを記述する問題や、一度出た情報を

用いて考えを再構築する問題、図表を読み取ったり複数の情報を関連付けたりする問題など

が含まれている。これらの問題が問う資質・能力は、前述の「教科に共通して見られるつま

ずき・課題」と重なるものであり、学習指導要領（平成29年告示 小・中学校）に記載され

た「学習の基盤となる資質・能力」（言語能力、情報活用能力、問題発見・解決能力等）に

関連するものでもあると考えられる。 

 

（２）作問・結果分析のPDCAサイクルの質的向上 

   学習科学の知見を活用して、児童生徒の解答に至るまでの思考プロセスを思考発話調査に

よって確認することで、児童生徒のつまずきを明らかにし、正答数別類型割合（G-P分析図）

の結果分析などと合わたりすることで、学習指導の充実に役立てることができた。あわせて、

思考発話調査を通じ、作問者が児童生徒の解答に至るまでの思考プロセスに関する知見を深

めることで、より課題が明確になる選択肢や誤答の解答類型の作成が可能となることや、問

いたい資質・能力を正確に問う問題作成が可能になることなども確認できた。 

また、教育測定の知見も活用して、項目反応理論（IRT）による項目パラメータ（識別力、

困難度）の値や、正答数別類型割合（G-P分析図）・項目特性曲線・項目情報曲線のグラフの

形状から、調査問題の特性を分析することで、その信頼性と妥当性を検証する取組の有効性



を検討した。一般的に識別力の低い問題は評価されないが、その原因が、作問の段階で想定

していた解答プロセスと児童生徒の実態に生じた差である場合は、作問者が児童生徒の解答

に至るまでの思考プロセスに関する知見を深めることで解決できることなどを確認した。 

 

以上のことより、学習科学の視点から、教科教育の視点で作成された作問・結果分析の枠

組みを強化し、児童生徒の認知過程に関する知見と融合する形で、テスト理論による教育測

定の要素を加えることで、作問・結果分析のPDCAサイクルの質が向上し、調査の目的のより

よい達成につながることが示された。 

 

図１ 本取組の学問領域横断的融合に関する成果 

 注 CTTは、古典的テスト理論のこと 

 

前述の研究成果は、PBTでの全国学調の調査結果を中心に進めて得られたものだが、CBTに

おいてもこのPDCAサイクルは変わらないことと、問題解決過程をより精緻に問うことができ

るといったCBTの強みを生かした学力アセスメントの持続的な変革につながる可能性などが

検討された。 

 

（３）IRTを活用した学力調査の在り方の検討 

   まず、調査の目的を「指導改善」と「政策の効果の検証」の二つに整理し、IRTを導入す

ることで得られる新たな価値について、その目的ごとに確認した。前者においては、別の年

度と共通する調査問題を準備し、それらを使って調査年度間の得点（IRTで算出した学力ス

コア）の等化を行うことで、児童生徒の学力の変化を測ることができるとした。後者におい

ては、複数の問題フォームを使って出題内容を網羅的にすることで、網羅的な能力の測定や、

自治体や学校といった母集団の特性のより適切な把握ができることなどを示した。ここでは、

各問題フォームに共通する問題を準備し、それらを使ってフォーム間の得点の等化を行う方

法が用いられる。また、複数の問題フォームを使うことは、調査を複数日で実施するCBTに

おいては、問題漏えいリスクを軽減することにもつながる。  



   次に、問題バンクの在り方について、全国学調の悉皆調査と経年変化分析調査の関係性を

踏まえ、それらの調査結果を等化し比較可能にする案として「共通受検者による等化」を行

う案について検討し、その在り方や長所・短所などをまとめた。 

 

   さらに、結果分析の枠組みを、古典的テスト理論（CTT）とIRTの二つに分けて整理した。 

CTTによる結果分析の内容はIRT導入前と変わらないが、算出方法が変わるものがあることを

確認した。 

IRTによる分析の枠組みとしては、最後に、年度間の得点を等化し、学力の経年変化を確

認できる最終的な得点を決定することになる。 

 

 あわせて、IRTを導入することによって、作問の枠組みも変わる。特に、様々な能力の児

童生徒に対応するために、様々な難易度の問題を幅広く準備することは重要である。また、

経年変化を測るために、別の年度の調査と共通する問題を非公開問題として作成することや、

それらを各問題フォームに適切に配置することも求められる。ほかにも、複数ある問題フォ

ームを複数日にわたってどのように配信するかについて、検討する必要がある。調査日ごと、

若しくは教育委員会・学校・学級ごとに同一フォームを配信することや、児童生徒ごとに複

数フォームをランダムに配信することなどのパターンを想定して、その長所と短所について

まとめた。 

 

図２ 問題フォーム間の尺度調整 

 

（４）教育データの分析・研究のモデルケースによる考察 

 

学力調査等の教育データを使った三つの分析・研究を行うことにより、教育データを分析、

活用する際の具体的な進め方のモデルケースを示すとともに、そのプロセスで生じうる現実

的な課題を明らかにすることで、今後の指針につながる示唆を得た。 

 

1-1 大規模調査のデータ分析のモデルケース 

大規模調査のデータ分析のモデルケースとして、全国学調と教育情報化実態調査の結

果データを結合して、児童生徒の得点や学習状況と教員のICT 活用指導力等との関係を

明らかにする分析を行った。 

その過程で、より幅広いデータ利活用を推進するためには、各種調査で使用される情

報の形式やコードの標準化、個人単位のローデータデザイン、肯定的な回答に偏らない



調査設計の必要性など、調査を実施する主体において検討を進めるべき点があることが

明らかとなった。 

   また、質問項目との正確な相関係数を求めるため、IRTに学校情報を組み込んで算出し

た学力の推定値を用いたが、学校間の学力の違いが小さかったり、質問項目の回答に偏

りがあったりする場合は相関係数の値が低く出ることや、たとえ全ての項目の相関係数

が低くても、数値が上位の項目に着目して、専門家が教育現場の実態等に照らしてデー

タを読み解くことで、「教員のICT活用指導力が協働的な学びの質を高め、児童生徒の学

力向上につながるのではないか」といった焦点を絞って検証する価値のある仮説が得ら

れるということなどが分かった。 

 

1-2 自治体と研究機関との連携による教育データの利活用のモデルケース 

自治体と研究機関との連携による教育データの利活用のモデルケースとして、堺市が

IRT調査やRST（リーディングスキルテスト）、全国学調等の結果データを提供し、滋賀大

学の研究者がデータ分析を行うことで、学力低位層の状況を把握する共同研究に取り組

んだ。 

堺市が独自に行っている学力の伸びをみるIRT調査のうち、数学の成績とアンケートで

測定されている情意的側面との関係を可視化したところ、“学習方略の適切さ”、“学習

に対するポジティブな自己評価”、“授業に対する肯定的評価”については学力と中程度

以上の正の相関が見られた。”規範意識の高さ”と学力の相関は正ではあったがこれより

は弱いものであった。 

表１ 抽出した因子と数学成績との相関係数 

番号 因子名 数学成績との相関 
(1) 学習方略の適切さ（20項目） .30 (.21〜.38) 
(2) 学習に対するポジティブな自己評価（8項目） .49 (.42〜.56) 
(3)-1 努力の粘り強さ（グリット）（6項目） -.09 (-.18〜.00) 
(3)-2 興味の非一貫性（グリット）（6項目） .00 (-.09〜.09) 
(4) 規範意識の高さ（12項目） .20 (.11〜.29) 
(5) 学校生活におけるウェルビーイング（7項目） .10 (.00〜.19) 
(6) 数学の授業に対する肯定的評価（10項目） .29 (.20〜.37) 

  

堺市での分析結果の活用の一例を挙げると、学力低位層の減少に向けて、学力低位層

と学力非低位層の質問項目の分布の差を分析した内容が、堺市で課題と捉えている内容

と一致しており、教科教育施策の検討のエビデンスの一つとなった。 

本共同研究では、研究者によるデータ分析の結果から、自治体の抱える教育課題を克

服するための新たな示唆を得るとともに、その一連の業務を、自治体職員のデータリテ

ラシー向上につなげることもできた。また、全国学調で明らかになった学力低位層につ

いて、自治体が行う別の調査と結びつけることで、その状況がより詳細に把握できた。 

 

 



 1-3 全国学調分析ワークショップ開発  

教育に関する継続的な検証改善サイクルの確立に貢献するため、全国学調の結果を活

用した二つのワークショップを開発した。 

「認知過程分析ワークショップ」では、教員が全国学調の問題を解いたり、正答数別

解答類型割合グラフやクロス集計を使って結果の分析をしたりすることで、児童生徒の

問題解決に至る認知過程に理解を深め、そこから授業改善のヒントが得られるよう支援

した。実際に算数の調査問題で行ったワークショップでは、「解決を計算に頼っているの

で、質的な推論が弱い」、「学んでいるときに『何となく』理解していて、理由を納得し

たり、学んだことを一般化して定着させたりすることに課題があるのではないか」とい

った発見があった。 

「効果検証ワークショップ」では、教室あるいは学校単位で行った学習指導の充実が、

実際に児童生徒の学力向上につながったのかを検証するために必要な考え方を学べるよ

うにした。このワークショップを通して、以下のような教育データサイエンスのポイン

トをつかむことができた。 

・数値として表れている結果が測定したいものを表しているとは限らないことや、測定

したいものを測定するためにはその目的に応じて調査方法や指標の設定を工夫する必

要があること 

・どのような実験・観察・調査を行うかで現実世界の見え方が変わり、得られたデータ

をどのような尺度で処理・変換し、どう分析するかによって結果の解釈が変わってく

ること 

・統計的な処理自体は児童生徒の学習に関する問題や仮説を生成しないこと、そこで「認

知過程分析ワークショップ」のような問題・仮説発見活動と組み合わせることで、仮

説に従ったデータ収集・処理が可能になり、問題や仮説の精緻化、さらなる発見がで

きること 

 

1-1～1-3の三つの分析から、教育データを分析、活用する際の指針として、以下の四つ 

の論点に整理できた。 

① データの整理、利活用を視野に入れたデータ取得方法の洗練 

② 調査の目的の明確化とそれに即した調査設計 

③ データの解釈に対する習熟の必要性 

④ 教育行政、教育現場と多様な専門家との連携 

 

３．今後の展望 

（１）学力を評価する機能の充実 

 本研究の成果を活用して全国学調にIRTを導入することで、その調査結果は、学力の評価

指標としてより信頼性の高いものになると考えられる。具体的には、一度の調査で幅広い問

題を出題できることに加えて、問題ごとの難易度も加味して学力が算出されるため、より真



の学力に近い値を算出することが可能となる。また、そのようにして算出された学力スコア

は、前年度との経年比較が可能となり、全国学調は教育施策の成果と課題を検証するのによ

りふさわしい機能を備えた調査となる。 

 あわせて、調査問題の信頼性・妥当性のより一層の確保にも、本研究の成果は寄与する。

IRTによって、一定の識別力をもつ様々な難易度の問題を準備することや、学習科学の知見

を用いて、解答プロセスで発揮させたい資質・能力を引き出せる問題になっているかといっ

た視点から調査問題を検証したりすることが可能になる。 

 

（２）教育施策の検証から改善へと向かう好循環の創出 

 全国学調と自治体独自の調査の結果を組み合わせたデータ分析を通して、自治体の実情に

即した教育施策の検証とその改善策の検討を行うことができれば、よりよい検証改善のサイ

クルの実現につながる。このような検証改善サイクルの好循環を創出するために、国が支援

できることとして、従来の教科教育の観点からの指導改善に資する取組に加えて、児童生徒

の認知過程に理解を深めることで指導改善につなげる研修やデータリテラシーの向上のた

めの取組、教育データの利活用のための仕組みづくりなどを行い、学習科学や教育測定、デ

ータサイエンスの観点からも支援の幅を広げることが考えられる。 


